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ローカルコンテント規制への適応

小野桂之介
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1. 生産活動の国際化とローカルコンテ

ント規制

日本の製造業の海外事業進出は，米国や欧州先

進諸国のそれに遅れて， 1970年代に入る頃から活

発化した.その後，第 l 次石油危機に端を発した

世界経済停滞の影響を受けて 1970年代の半ばから

後半にかけては伸び悩んだが， 1980年代に入ると

再び急速な伸びを示し，近年その傾向は一段と加

速化している.これにともない，日本の海外直接

投資総額も， 1984年度には初めて 100 億ドルの大

台に乗せ， 1985年度にはさらに20.3%増の 122 億

ドルを記録し，世界有数の国際投資固となった.

こうした日本の海外直接投資(とりわけ海外生

産進出)急増の背景には，貿易収支問題をかかえ

る海外諸国の保護貿易政策のほか，日本国内にお

ける若年労働力の逼迫化傾向，工場立地スペース

の限界，環境余力の限界，さらに最近では急激な

円高傾向，といったさまざまな環境条件が存在す

る.これらのうち，大きな変動性をともなう円高

の要因は別としても(最近はこれが最大促進要因

になりつつあるが)，他はいずれも構造的性格を備

えた要因であり，今後も日本企業の海外生産進出

を促進しつづけるであろう.

企業が海外生産進出する場合，当初からいわゆ
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る一貫生産工程を設置する例はむしろ少ない.な

かでも，自動車やその部品，家電製品，工作機械

といった部品加工・組立て型の製品の場合，その

海外生産進出は，通常次のような 2 つのステップ

を踏む.

(1)必要部品の大半をKD (ノック・ダウン)セ

ットの形で持ち込み，主として組立て活動のみ

を現地で行なう段階.

(2) KDセット組立てのみの状態から，構成部品

の現地化を進める段階.

いうまでもなく， (1)の段階よりも (2) の段階の

方が，進出企業側にとっては，資金的・人的・技

術的コミットメントの度合いは大きく，受入れ国

側から見れば，雇用創出と技術移転の面でより大

きな効果が期待される. (外貨収支の面では， 必

ずしもプラス効果が増大するとはいえなし、)そし

て，こうした効果を狙って，自国での生産活動を

( 1 )の段階から (2) の段階へ移行させ，さらにその

現地製部品の使用割合を高めさせようとし寸動き

が，近年さまざまな分野で世界的に広がりつつあ

る.これがローカルコンテント(local content) 

規制と呼ばれるものである.

このローカルコンテント規制は，従来は政府主

導の下で工業開発を推進しようとする開発途上諸

国の専売特許とでもいうべきものであり， r現地国

産化計画J (あるいは単に「国産化計画J) と呼ばれ

てきた.しかしながら，最近では，世界の自由貿

易の旗手と目されてきた米国においてまで自動車
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を対象としたローカルコンテント法が議会審議さ

れるに至り，保護貿易的風潮の高まりの中で，先

進工業国によるローカルコンテント規制の適用が

次第に現実味を帯びてきている. (国別の部品現地

化規制とは多少ニュアンスは違うが， EC では，

同共同市場内で無関税取引きの対象となりうる工

業製品について，域内での付加価値率60%以上と

いう EC コンテント規制をすでに適用している)

2. ローカルコンテスト規制の基本タイ

プ分類

では，こうしたローカルコンテント規制が，具

体的にどのような形で実施されるかを見てみるこ

とにしよう.これまで，主として開発途上国で実

施されてきたローカルコンテント規制の中身を調

べてみると実は千差万別であり，厳密にいえば，

対象となる製品の種類と規制を実施する固との積

だけ種類があるといってもよい.しかしながら，

それらの 1 つ l つを注意深く見てみるといろいろ

な類似性が見いだされ，し、くつかの基本的なタイ

プに分類することができる.

まず， ローカルコンテント規制の内容は，その

趣旨からして，基本的に次の 2 つの要素によって

構成される.

① 各企業が達成すべきローカルコンテントの

水準

② ①の水準を満たさない企業に対する罰則

このうち，②の罰則は，操業認可の取消し(な

いし製品販売の禁止)，高率の特別課税， KD セッ

ト輸入枠の大幅削減等さまざまな形態をとるが，

いずれにせよ罰は通常かなり厳しい内容のものと

なり，これを受ける企業側の立場からすると， (現

地での生産・販売活動の継続を前提とするかぎり)

罰則を覚悟で意図的にローカルコンテントの規制

水準を満たさない方が経済的に有利ということは

まずない.

一方，ローカルコンテントの基本概念は，図 l

に示すように，必要部品全体に対する現地製部品
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図 1 ローカルコンテント水準の基本概念

の割合として規定される.つまり，当該製品を生

産する(組立てる)のに必要な全部品のうち，現

地製のものをどのくらい使用するかが問われるわ

けである.ところが，このローカルコ γテント水

準の具体的な規定方式は，各国ごとにそれぞれ異

なる.上で指摘した罰則形態の多様性は，ローカ

ルコンテント規制に適応する(規制水準を満たし

てゆく)とし、う立場を採る以上ここでは特に問題

とはならないが，ローカルコンテントの水準を規

定する方式上の違いは，企業側の適応行動の在り

方に直接的な影響をおよぼすことになる.

これまでローカルコンテント規制を実施してき

た国の例を調べてみると，厳密には各国ごとに細

部の違いはあるものの，それらは一定のパターン

に分類できることがわかる.図 2 は，こうしたロ

ーカルコンテント水準の主な規定方式を整理し，

これまで筆者が調査対象の中心としてきた自動車

の場合における採用国を付記したものである.こ

の図に示すように，ローカルコンテント水準を規

定する方式は r ローカルコンテント率による規

定」と「現地化品目指定による規定」の 2 方式に

大別される.

前者は，上で述べたローカルコンテントの基本

概念(図 1 )を伺らかの比率数値(ないし指数)

で表わし，これによって各企業が生産する製品に

使用する現地製部品の最低水準を定めるという方

式であり，後者は，最低限現地製化されるべき部

品を現地国政府が直接決定しようとし、う方式であ

る.
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図 2 ローカルコンテント水準規定方式の分類

「ローカルコンテント率」はさらに， I加重平均

型ローカルコンテント率J と「製品モデル別ロー

カルコンテント率」の 2 方式に分けられる.後者

は，現地で組立て生産されるすべての製品モデル

ごとにそれぞれ一定水準以上のローカルコンテン

ト E容を要求する方式であるのに対し，前者は，各

企業が組立生産する製品モデル群全体として(生

産台数による加重平均値として)一定水準以上の

ローカルコンテント率を達成するよう求める方式

である.

「加重平均型方式J r製品モデル別方式」いずれ

の場合も，実際にローカルコンテント率を算定す

る方法は，厳密には各国ごとにそれぞれ異なるが

その用いる数値の種類によって， r価値ベース Jr物

量ベース Jr所与指数j の 3 タイプに分類される.

このうち， r価値ベース」というのは，前述したロ

ーカルコンテント水準の基本概念(図 1 )の分母

と分子をそれぞれ何らかの金額値(たとえば，実

績取得原価)として測定する方法であり， I物量ベ

ース」というのは，これを物量的な尺度(通常は，

重量)で測定しようというものである.これらに

対し， r所与指数」では，ことさら客観的な測定根

拠を明らかにせず，現地国政府が各構成部品ごと
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に一定の指数(ローカルコンテント寄与率)を指

定するというものである.

以上，ローカルコンテント水準を規定する方式

の基本的なタイプ分類について述べたが，各国の

実例を個別に調べると，これらの基本的な方式に

何らかのパリエーションを加えたケースも数多く

見られる.典型的なバリエーションの 1 つは， r輸

出奨励J の要素を盛り込むというものである.こ

れは，たとえば，現地製部品を輸出して外貨獲得

に貢献すると，その貢献分だけ現地製部品の使用

が増えたものとして評価してくれるい、ゎばf下

駄をはかせてくれる")という類いの条件を付与す

るものである.もう l つの典型的なパリエーショ

ンは，現地製化する部品の選択方法に関するもの

であるが，これについては次節で少し詳しく述べ

ることにしよう.

3. 現地製化する部品の選択方法のパタ

ーン

ローカルコンテント規制に適応するさい，企業

がiI主面する基本的な意思決定問題は，いうまでも

なく“一体どの部品を現地製のものに切り替える

べきか"とし、う“現地製部品の選択問題"である
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図 3 現地化部品の選択自由度パターン

が，その選択方法に何らかの制約条件がつけられ

ることがある.これが前節末で述べた第 2 のパリ

エーションである.

現地化する部品の選択自由度は，図 3 に示すよ

うな 5 つのパターンに分類される.すなわち，パ

ターン(乱)は，現地化部品の選択方法に何らの制約

も加えられないとし、う場合である.この場合，各

企業としては，全候補部品(図中O印)の集合の

中から自由に現地化部品(図中.印)を選択する

ことによって，現地国政府の求めるローカルコン

テント水準を実現すればよい.

次のパターン(b)は，基本的にはローカルコンテ

ント率方式を採りながら，一部の特定部品につい

てだけ国産化品目指定方式を採用するとし、う方式

である.学校のカリキュラムでいえば“必修科目"

に相当するこれらの特定部品は，通常「強制的現

1986 年 11 月号

地化品目 (mandatory deletion items) と呼ぽ

れ，近年開発途上国で採用する例が増えている.

この場合，各企業は，現地国政府の指定した強制

的現地化品目(図中①印)をまず現地化部品とし

て受け入れたうえ，さらに，みずから選択するそ

の他の現地化部品(図中.印)を加えて，所定の

ローカルコンテント率を達成することになる.

これに対して，パターン(c)は，現地国政府が指

定する特別選択部品 (selective mandatory deｭ

letion items :図中@印)の中から一定数以上の

品目を選び(図中，選択結果を①印で表わす)，そ

れを現地化部品の中に含めることが要求される.

学校のカリキュラムでいえば“選択必修科目"に

相当する.

パターン但)は，上記の 2 つのバリエーション((b)

と (c)Jを同時に導入した場合で、ある.

パターン(e)は，最低限実現すべきローカルコン

テント内容が，すべて強制的現地化部品として現

地国政府により指定される場合である.これは，

先に述べた基本タイプ分類(図 2 )のうち「現地

化品目指定方式」に相当する，企業側としては最

も自由度が小さい方式である.

4. ローカルコンテント規制がもたらす

経営課題

現地国政府の要求するロ}カルコンテント規制

に適応することになると，各企業は， KD組立て

だけの場合に比べて，さまざまな追加的経営課題

に直面することになる.図 4 は，現地国政府のロ

ーカルコンテント規制に適応して現地生産事業を

行なう企業における物の流れの概略を自動車の場

合を例にとって図示し，あわせてこの適応にとも

なって発生する主な経営課題を示したものであ

る.

KD組立てから現地製部品の使用に移行し，そ

の使用割合を高めてゆくにつれて，現地企業と先

進企業は，図 4 のロジスティック図中の各所に*

印を付して示した各種の追加的な経営課題を実施
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図 4 ローカルコンテント規制j下における経営課題(自動車の例)

(注*印:ローカルコンテント規制への適応にともなう追加的な経営課題

しなければならなくなる.ただし，上述の諸課題

のうち，国産化部品の選択とプロダグト・ミ γ ク

スの決定という 2 つの意思決定問題は，後で述べ

るように，圏内では直面しない新たな問題構造を

内包している.これに対して，内外作決定や投資

決定をはじめとするその他の経営課題は，環境諸

条件が圏内と異なることから様々な実行上の困難

をともなうことはあっても，その意思決定問題と

しての問題構造は，圏内事業の場合と同一だと考

えてよい.

ところで，企業がこうした形でローカルコンテ

ント規制に適応し，そのローカルコンテントの水

準が次第に上昇してゆくと，通常こうした規制下

で操業する企業の利益には好ましくない影響がも

たらされる.それは，単に，上で、述べた追加的な

諸課題が各企業に余分な管理上の費用を発生させ

700 (38) 

るというだけに留まらない.むしろ，もっと大き

な影響は，現地化された部品コスト，品質，納期

などを従来KDセットの形で供給されてきていた

(現地国としての)輸入部品に比べて応々にして劣

ることからもたらされる.この現地製部品と輸入

部品 (KDセットの構成部品)との優劣の差は，

ローカルコンテント規制の存在と裏腹の関係にあ

る(現地製部品の方がコスト・品質・納期などの

諸面で輸入品よりも優れていれば，わざわざ現地

国政府がローカルコンテント規制jを行なう必要性

はほとんどなくなる).こうした部品調達特性上の

優劣差異のうち，コスト面と品質面の差異は，そ

れぞれ「コスト・ペナルティ」と「クオリティ

ペナルティ」と呼ばれ，数値的に測定の容易な前

者は，より厳密には各部品ごとに以下のごとく定

義される.

オベレーションズ・リサーチ
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



コスト・ペナルティ=現地調達価格一控除価格

(ただし，控除価格:当該部品を取り除くことに

よる KDセットの値下り額，デリーション・アロ

ーワンスともいう)

現地国政府の要求するローカルコンテント水準

が上昇するにつれて，こうしたコスト・ペナルテ

ィやクオリティ・ペナルティは増大し，これは製

品コストの上昇や需要減退を通じて現地企業(現

地国で完成品を生産する企業)の利益を圧迫する.

また，それと同時に，先進企業(現地企業にKD

セットを供給する企業)の利益も， KDセットの

中身減少にともなう輸出利益の目減り，現地企業

の利益圧迫がもたらす間接的影響(各種移転利益

の減少やKDセット価格の実質値引き)などによ

って圧迫されがちである.そこで，ローカルコン

テント規制下で操業する企業としては，要求され

る規制条件を満たしながら，みずからの利益を最

大限に確保する工夫が必要になってくる.

5. 現地化部品選択とプロダクト・ミッ

クス決定問題の構造と定式化

それでは，ローカルコンテント規制に適応する

過程で新たに発生する「現地化部品の選択j およ

びそれにつながる形で取り扱わなければならない

「プロダクト・ミックスの決定J という 2 つの意

思決定問題の構造を調べてみることにしよう.こ

れらのうち「プロダクト・ミッグスの決定」は，

ことさら目新しい問題ではなく， r現地化部品の選

択」と切り離して別個に解いてよいように思われ

るかもしれない.しかし，実はそうではない.

まず，第 l に，もし現地国政府の要求するロー

カルコンテント規制が「加重平均型ローカルコン

テント率方式」だとしたら，これら 2 つの意思決

定問題が同時に解かれなければならないことは容

易に想像がつくであろう.この場合，もし製品モ

デルごとの生産・販売量ミッグスが変化すると，

各製品モデ‘ルごとの現地化部品構成はまったく変

わらなくても，“昨年達成されたローカルコンテン

1986 年 11 月号

ト率が今年は達成されない"ということが発生し

うるのである.

第 2 に，多くの開発途上国のように， KDセッ

ト(現地化されない部品の集まり)を輸入するた

めの外貨割当て額に制限がある場合には， r加重平

均型ローカルコンテント率方式j の規制でなくて

も(すなわち， r製品モデル別ローカルコンテント

率方式J または「現地化品目指定方式J だとして

も)，前記 2 つの意思決定問題は同時に解かれる必

要がある.なぜなら， r現地化部品の選択J によっ

て輸入されるべき部品も変わり，その結果，各製

品モデルごとのKDセット価格(支払い必要外貨

額)も変わってくるからである.

園 5 は加重平均型ローカルコンテント率方

式J の場合に例にとって 2 つの意思決定問題を

構成する主な要因とそれらの相互関係を示したも

のである.いま，現地企業が，先進企業からm種

類の製品モデルについてKDセットを輸入し，こ

れを組立て・販売しているとする.第 i 製品( i 

! ，… ， m) のKDセット(控除前:当該製品の生

産に必要なすべての構成部品を含む)の価格をKî

とする.また，現地企業は，各製品の組立て・販

売によって l 台当りMîの貢献利益を得ており，先

進企業は， KDセットの輸出を通じて l 台当り Gî

の貢献利益を得ている.

一方，現地国政府は，全製品モデルを含む加重平

均型ローカルコンテント率として，一定水準(L*)

以上の現地製部品の使用を各現地企業に義務づけ

ている.そこで，各現地企業は，提携関係にある

先進企業と協議のうえ，どの部品を現地化するこ

とによって上記の最小ローカルコンテント (L*) を

満たすかを決めなければならない.各製品は，そ

れぞれ異なった数の部品によって構成されてお

り，そのすべて，または一部が上記の現地化の候

補部品として検詩対象とされる.各製品( i )にお

けるこうした現地化候補部品をん(i=!，… ， m;j 

=1,… , nî) と呼ぶことにする. (ただし ， nî は第i製

品について存在する候補部品の種類数)
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外貨割当枠 組立能力
D* F* 

図 5 2 つの意思決定問題を構成する要因とそれらの関係

今，企業側が，これらの候補部品の中から現地

化すべき部品を選択(現地化部品決定変数あjを決

定:現地化する場合はししない場合は 0) する

と，これにともなって，先に述べた 3 つの初期条

件(Ki ， Mt. Gi) は次のように変化する.まず，

KDセット価格 (Ki) は，セットの中身から現地

702 (40) 

化部品が抜ける(控除される)ことによって減少

し ， K/となる.その減少分は，各候補部品 (Ii') ご

とに与えられる控除価格 (rij :製品 i 台分)と上

で決定した現地化部品決定変数(お)の積和で与

えられる.

オベレーショシズ・リサーチ
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現地化部品の決定にともない，現地企業が得る

単位貢献利益 (M;) も変化する.その変化は，現

地化される部品の現地調達ヨスト (Cij: 製品 i

台当りの部品1ijの現地調達コスト)と当該部品の

控除価格 (rij) との差として規定される前述のコス

ト・ペナルティ (plj=Cij-rlj)が存在することか

ら生ずる.その結果，現地企業が得る単位貢献利

益 (Mi) は，上で選ばれた現地化部品のコスト・

ペナルティの和だけ減少し， λ1/ となる.

ni 
MJ=Mz-Ejdtj ただし小j=Cij-rij (2) 

同様に， KDセットの中身が減り，その価格が

Ki (控除前)からK/(控除後)に減少することにと

もない，先進企業を得る単位貢献利益も Gi (控除

前)からG;' (控除後)に変わる.この変化分は，各

部品 (Iij) ごとの輸出貢献利益 (qij) と現地化部品

決定変数(~ij) の積和で与えられる.

ni 
GJ=Gt-2154j qtj (3) 

また，現地化部品の決定にともない，各製品の

ローカルコンテント率(Li) が上昇する.その上昇

分は，各部品ごとに固有のローカルコンテント寄

与率 (lυ: 部品んを現地化することによって実現

される製品 t のローカルコンテント率の上昇分:

価値ベース，物量ベース，所与指数ベースのいず

れでも可)と現地化部品決定変数 (Çij) の積和で

与えられる.

ni 
Li = 1:: ~ij lij (4) 

一方，もう 1 つの意思決定問題である「プロダ

クト・ミックスの決定J により，各製品モデルご

との生産・販売台数(山)が決められるが，このさ

い，各種の制約条件への適合性がチェックきれな

ければならない.この問題における主な制約条件

は，ローカルコンテント率，外貨割当枠，組立能

力，需要の 4 つである.

まず， ローカルコンテント率制約は，上で定ま

1986 年 11 月号

った製品モデル別ロ}カルコンテント率 (Li) と製

品モデル別生産・販売台数(Xi) とによって決まる

加重平均型ローカルコンテント率(Lγ) が，現地国

政府の定める最小ローカルコンテント率(L刊に達

していることを要求する.

L722Lt zt/2戸Lホ (5) 

次に外貨割当制約は，各製品モデルの現地化部

品控除後のKDセット価格(K;') と生産台数(Xi) と

の積和によって決まる輸入用外貨必要額(DT)が，

現地国政府(中央銀行)から与えられる外貨割当

枠(D吋の範囲内に納まっていることを要求する.

DT=1:: K;' xi :Ii, D* (6) 

組立能力制約は，各製品モデルの組立てに必要

な組立工数 (Fi) と生産台数 (X;) との積和によっ

て決まる総組立工数(FT)が，保有組立能力 (Fホ)の

範囲内に納まっていることを要求する.

m 
FT=~ Fi xi :Ii,F* (7) 

また，需要制約は，不必要に多量の生産を避け

るという意味合いから，製品モデル別生産台数が

当該製品の販売可能数 (S;) の範囲内の値である

ことを要求する.

0豆 Xi 主玉 Si (8) 

最後に，これらの制約条件下で決定された製品

モデル別生産台数(Xi) と，先に述べた現地企業の

単位貢献利益 (M/)および先進企業の単位貢献利

益(G/) とにより，現地企業の貢献利益総額 (P1 )

と先進企業の貢献利益総額(PE )が定まる.

符包 勿Z

PI=1:: M/ Xi , PE=1:: G/ Xi (9) 

ローカルコンテント規制の下で操業する企業と

しては，この PI や PE を最大化するように現地化

部品の選択(とりの決定)とプロダクト・ミッグス

(Xi) の決定を行ないたいと考えるのである.

以ヒ述べてきた問題の基本構造に関する議論

( 1 )式 -(9)式を総合すると，それは以下のごとく

定式化される.

〔決定すべき変数〕

(41) 703 
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現地化部品決定変数 :çtj (i= 1,…,m ,j=l ,…,nt) 

製品モデル別生産台数: xi (i =I , …, m) 

〔目的関数:最大化〕

(立場)
m ni 

現地企業: pz=五 (Mt-5154jh)24

明 ni

先進企業 :PE= 1:; (Gt一忍 Çij qtj)山

両者総合: PZ+PE=引 (Mt叫)
ni 、

-E15ti(れ+qij) J Xt 

ただし ， Pij=Ctj-rij 

〔制約条件〕

ローカルコンテント制約:

h=225tjいA昨日
問 nt

外貨割当制約 :DT=星 (kz-215zjfdj)zt訪本

組立能力制約: FT=1:; Ft Xt 豆F*

需要制約 O~三 Xí;;;三 St

( 1 (部品んを現地化部品として
] 採用)

ただし ， ﾇij= i 0 (部品んを現地化部品として
{ 不採用)

む す び

以上前節では， r加重平均型ローカルコンテント

率方式」の場合を例にとって r現地化部品の選

択」と「プロダクト・ミックスの決定」両問題の

構造と定式化を示した.これでわかるように，こ

れらの連結した問題は，目的関数と制約条件の両

者において O一 l型整数値をとる決定変数Eりと正の

整数値(近似的には連続値としてもよい)をとる

決定変数mとが積の形をとる 0-1型混合整数計画

の 2 次形式となっており，これを一度に解くのは

なかなか困難である.また，現地国政府による規

制方式が「製品モデル別ローカルコンテント率方

式」や「現地化品目指定方式」の場合にも，制約

条件式の一部が変化するものの問題構造の複雑さ

はあまり変わらない.

それだけではない. 上の定式化では，現地化部

104 (42) 

品の選択が完全に自由な場合を想定したが，先に

第 3 節で、述べたように，固によっては現地化部品

の選択に何らかの制限をつけることもあり，その

ぶん問題はさらに複雑化する.また，上の定式化

では各製品モデ、ルがそれぞれ別個の部品によって

構成され，すべての部品がそれぞれ独立の現地調

達コストを備えていることを想定していた. しカミ

しながら，現実には，複数の製品モデ、ルにまたが

って使用される共通部品があるほか，品目として

は別個のものであっても同時に現地化すると安く

なる (同一サプライヤーまたは同一生産工程の共

用)とし、う場合もありうる.こうしたことを考慮

すると問題はさらに複雑化する.

以上のことからも察せられるように，この問題

の処理には，さまざまな場合分けをしたうえで解

法を探索することが必要となる.紙面の関係上本

稿では論じられないが，これまでに，かなりの範

囲(場合分け)について“一応"の解法探索が進め

られている(参考文献[IJ ， [2J ，[3J ， [4Jを参照) .こ

こで“一応"といったのは，これまでに探索され

た解法のうち， (基礎データが正しければ)間違い

なく最適解が得られるという解法部分はまだごく

一部であり，多くは簡便な(時には少々乱暴な)近

似解法のまま残されている.保護貿易的風潮の高

まりとともに先進国の聞にも広がりを見せ， しカミ

もその最大の適用対象(狙い)とされる日本企業

にとって， ローカルコンテント規制への適応方策

は今後ますます重要な課題となるであろう. この

問題に対する読者諸賢の研究的関心を促したく，

本小文を記した次第である.
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